
 

 

第１４回土地家屋調査士特別研修 

考査 問題用紙 

 

 

注意事項 

１. 開始の合図があるまで，問題用紙を開いてはいけません。 

２. 落丁・乱丁以外の交換には応じません。 

３. 考査時間は，択一式と記述式で午後２時から午後４時までの２時間です。 

４. 択一式と記述式の答案用紙それぞれに，『氏名』，『受講区分』，『ブロック名』及

び『ブロック通番』を忘れずに記入してください。 

なお，ブロック通番は，３桁で記入してください。（記入例参照） 

（例）ブロック通番が１５番の場合は，百の位に「０」，十の位に「１」，一の位に「５」 

５. 択一式問題は，第１問から第１５問までの全１５問です。 

６. 記述式問題は，大問が第１問と第２問の２問あります。（第１問は小問１から小問５

まで。第２問は小問１から小問２まで。） 

７. 考査開始の合図と同時に問題用紙を確認してください。もし，落丁や乱丁がありまし

たら，直ちに考査監督者に申し出てください。 

８. 解答は，択一式と記述式の答案用紙それぞれに記入してください。 

９. 択一式の解答は，ＨＢ又はＢの鉛筆を使用してください。また，解答を修正する場合

は，プラスチック製消しゴムを使用してください。 

10. 記述式の解答は，黒又は青インクのペン（万年筆又はボールペンでも可。ただし，イ

ンクが消せるものを除く。）を使用してください。また，解答を修正する場合は，二

重線を引いて訂正してください。 

11. 択一式と記述式の答案用紙それぞれへ，解答に関係のないことを書いた場合は，その

答案用紙を無効にすることがあります。 

12. 答案用紙は，汚したり，折り曲げたりしないでください。また，書き損じをしても，

補充はしません。 

13. 問題用紙の最後に,下書き用紙がありますので，適宜，使用してください。 

14. 机の上に筆記用具以外を出しておくことは禁止しています。携帯電話等の電子機器は，

必ず電源を切り，鞄等にしまってください。 

15. 考査問題に関する質問には，一切お答えしません。 

16. 途中退出は，考査開始３０分後から考査終了１０分前まで可能です。途中で退出した

場合は，考査会場へ再入場できません。 

17. 提出していただくのは，答案用紙のみです。問題用紙は持ち帰ることができます。 

ただし，途中で退出する場合は，持ち帰ることはできません。 

 

日本土地家屋調査士会連合会 
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第 １ 問 憲法１３条に関する次の１から４までの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤

っているものを１つ選びなさい。 

１ 個人の私生活上の自由の一つとして，何人もみだりに指紋の押捺を強制さ

れない自由を有し，その自由の保障は日本在留の外国人にも及ぶ。 

２ 個人の私生活上の自由の一つとして，何人も，その承諾なしに，みだりに

その容ぼう，姿態を撮影されない自由を有する。 

３ 前科及び犯罪経歴は人の名誉，信用に直接関わる事項であり，これをみだ

りに公開されない利益は法律上の保護に値する。 

４ 大学が，その主催する講演会に参加を希望する者の氏名及び住所をその者

に無断で警備担当の警察に開示することは，プライバシーの侵害に当たらな

い。 

 

 

第 ２ 問 司法審査権に関する次の１から４までの記述のうち，判例の趣旨に照らし正

しいものを１つ選びなさい。 

１ 具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争が生じていなくて

も，法令の解釈又は効力は司法審査の対象となる。 

２ 単なる事実の存否や学問上，技術上の論争は，司法審査の対象となる。 

３ 宗教上の教義に関する判断が必要不可欠である紛争は，司法審査の対象と

ならない。 

４ 国会の両院における法律制定の議事手続が適正に行われたか否かは，司法

審査の対象となる。 
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第 ３ 問 制限行為能力者の法律行為に関する次の１から４までの記述うち，正しいも

のを１つ選びなさい。 

１ 未成年者が法定代理人の同意を得ないでした法律行為は，当然に無効とな

る。 

２ 成年被後見人が単独でした法律行為について，成年後見人以外の者は取り

消すことができない。 

３ 被保佐人は，日用品の購入その他日常生活に関する法律行為について,保

佐人の同意を得ずに単独ですることができる。 

４ 被補助人がする法律行為は，補助人が代理して行わなければならない。 

 

 

第 ４ 問 契約の効力に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを１つ選び

なさい。 

１ 契約は，その内容が公序良俗に反していない限り，無効とはならない。 

２ 法律に定められた典型契約以外の類型の契約を締結することは妨げられ

ない。 

３ 法律の規定に反する内容の契約は，当該規定がどのような内容のものであ

っても有効である。 

４ 書面によらない限り，契約は有効とならない。 

 

 

第 ５ 問 共有に関する次の１から４までの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤ってい

るものを１つ選びなさい。 

１ 土地の共有者の一人は，当該土地の不法占拠者に対し，単独で妨害排除請

求をすることができる。 

２ 共有建物を目的とする賃貸借契約を解除するには，当該建物の共有者全員

でこれをしなければならない。 

３ 共有者の一人が死亡し，その者に相続人がないときは，その共有持分につ

いては，他の共有者への帰属よりも特別縁故者への財産分与が優先する。 

４ 各共有者には，法律上，共有物分割請求権が認められているが，５年を超

えない期間内は分割をしない旨の契約をすることができる。 
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第 ６ 問 不動産の登記に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを１

つ選びなさい。 

１ 建物の所有を目的とする土地の賃借権は，賃借権の設定の登記によらなけ

れば，第三者に対抗することができない。 

２ 表題登記のない建物の所有者の債権者は，強制競売のために，その所有者

に代位して当該建物の表題登記及び所有権の保存の登記を申請することが

できる。 

３ 建物は，所有権の保存の登記をしなくても，独立の所有権の対象となり得

る。 

４ 不動産について，所有権の移転の登記手続をすべきことを命ずる判決が確

定したときは，登記権利者は，単独で所有権の移転の登記を申請することが

できる。 

 

 

第 ７ 問 売買契約の解除に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを

１つ選びなさい。 

１ 不動産の売買契約に基づき代金の支払を受けた売主は，当該売買契約が解

除された場合には，買主に対し，その支払を受けた時から利息を付して当該

代金を返還しなければならない。 

２ 売買契約の買主が約定の代金支払時期に売買代金を支払わないときは，売

主は，引渡債務の履行の提供をする前であっても，直ちにその売買契約を解

除することができる。 

３ 動産の売買契約が解除される前に，買主から転売を受けて目的物の引渡し

を受けた者は，解除した売主に対して，目的物の所有権の取得を対抗するこ

とができる。 

４ 売買契約において，目的物の引渡しを代金支払より先に履行すべき旨が合

意されていた場合であっても，買主は，代金支払時期を徒過したときは，代

金債務の履行の提供をしない限り，引渡しの不履行を理由として当該売買契

約を解除することはできない。 
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第 ８ 問 民法上の消費貸借契約に関する次の１から４までの記述のうち，誤っている

ものを１つ選びなさい。 

１ 金銭消費貸借の借主は，利息の定めがある場合であっても，貸主から金銭

を受け取らない限り，利息を支払うべき義務を負わない。 

２ 消費貸借において返還期日の定めがないときは，貸主は，いつでも相当の

期間を定めて返還の催告をすることができる。 

３ 金銭消費貸借において，貸主は，利息の定めがない場合であっても返還期

日までの利息を請求することができる。 

４ 金銭その他の物を給付する義務を負う者がある場合において，当事者がそ

の物を消費貸借の目的とすることを約したときは，消費貸借が成立したもの

とみなされる。 

 

 

第 ９ 問 賃貸借契約に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを１つ選び

なさい。 

１ 賃貸借契約が成立したときは，目的物の使用又は収益を開始する前であっ

ても，賃貸借契約が成立したときから賃料の支払義務が生ずる。 

２ 賃貸借契約の借主は，特約がなくても賃料を前払しなければならない。 

３ 賃貸借契約に伴って差し入れられた敷金の返還請求権が，当該賃貸借契約

の終了前に第三者に譲渡された場合でも，貸主は，正当な原状回復費用を敷

金から控除することができる。 

４ 建物の賃借人が賃貸借契約期間中に建物に付加した造作は，賃貸借契約終

了に伴って当然に賃貸人の所有物となる。 
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第１０問 委任契約に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを１つ選

びなさい。 

１ 受任者は，委任者の請求があるときは，いつでも委任事務の処理の状況を

報告し，委任が終了した後は，遅滞なくその経過及び結果を報告する義務を

負う。 

２ 委任者が，やむを得ない事由がないにもかかわらず受任者に不利な時期に

委任の解除をしたときは，委任者は，受任者の損害を賠償する義務を負う。 

３ 無報酬の受任者は，委任事務を処理するに当たって，善管注意義務を負わ

ない。 

４ 委任の終了事由は，これを相手方に通知したとき，又は相手方がこれを知

っていたときでなければ，相手方に対抗することができない。 

 

 

第１１問 不法行為に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを１つ選

びなさい。 

１ 自己の行為の責任を弁識するに足りる知能を備えていない未成年者は，そ

の行為により他人に加えた損害を賠償する責任を負わない。 

２ 注文者は，請負人がその仕事について第三者に加えた損害を賠償する責任

を負わないが，当該請負人の選任又は監督について過失があったときは，損

害を賠償する責任を負う。 

３ 土地の工作物の設置又は保存の瑕疵
か し

により他人に損害が生じた場合にお

いて，その工作物の占有者が損害の発生を防止するのに必要な注意をしたと

きは，所有者がその損害を賠償する責任を負う。 

４ 数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えた場合において，いずれ

の者がその損害を加えたかを知ることができないときは，各行為者は連帯し

てその賠償をする責任を負う。 
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第１２問 遺言の効力に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを１つ選び

なさい。 

１ 遺言は，公正証書により作成されたものであれば，常に有効である。 

２ 秘密証書遺言は，公証人立会いの上で開封しなければ無効になる。 

３ 遺言書において遺言執行者として指定された者は，当然に，当該遺言を執

行する義務を負う。 

４ 有効な自筆証書遺言を作成するためには，遺言者は，少なくとも日付と氏

名を自署し，押印する必要がある。 

 

 

第１３問 民事訴訟の管轄に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを１つ

選びなさい。 

１ 自然人を被告として財産権上の訴えを提起する場合には，被告の住所又は

居所の所在地を管轄する裁判所に対してしなければならない。 

２ 専属管轄に違反して訴えが提起され，それが訴訟係属中に判明した場合に

は，強行規定に反するので，訴えの提起は無効となる。 

３ 管轄の合意は裁判所を拘束する公法上の契約であるから，私法上の意思表

示の瑕疵
か し

を主張して無効とすることはできない。 

４ 被告が第一審裁判所において管轄違いの抗弁を提出しないで本案につい

て弁論をしたときは，その裁判所は管轄権を有する。 

 

 



 

8 

第１４問 口頭弁論に関する諸原則に関する次の１から４までの記述のうち，誤ってい

るものを１つ選びなさい。 

１ 公開主義は憲法上の要請であるから，弁論準備手続は，公開された法廷に

おいて行わなければならない。 

２ 民事訴訟法は口頭主義の原則を採用しているが，訴えの提起は審理の基礎

となる重要な訴訟行為であるため，原則として訴状によらなければならない。 

３ 攻撃防御方法は訴訟の進行状況に応じ適切な時期に提出しなければなら

ないとされる適時提出主義の下でも，適切な時期に提出されなかった攻撃防

御方法が常に却下されるわけではない。 

４ 弁論や証拠調べは判決をする裁判官によって行わなければならず，裁判官

が代わった場合には，当事者は従前の口頭弁論の結果を陳述しなければなら

ない。 

 

 

第１５問 土地家屋調査士が行う業務に関する次の１から４までの記述のうち，正しい

ものを１つ選びなさい。なお，民間紛争解決手続代理関係業務については，法

務大臣の認定を受けた土地家屋調査士（以下「認定土地家屋調査士」という。）

が弁護士と共同で受任するものとする。 

１ 民間紛争解決手続代理関係業務を行うことを目的としない土地家屋調査

士法人Ａの社員である認定土地家屋調査士Ｂは，ＡがＣから筆界特定手続代

理関係業務に関するものとして受任している事件について，Ｄから，Ｃを相

手方として民間紛争解決手続代理関係業務を受任することができる。 

２ Ａが申請したＢを関係人とする筆界特定手続において，筆界特定調査委員

として任命された認定土地家屋調査士Ｃは，その手続の完了後，当該筆界特

定手続と関係のない土地に関する民間紛争解決手続代理関係業務をＢから

受任することができる。 

３ Ａを相手方とする筆界特定手続代理関係業務に関する事件をＢから依頼

された認定土地家屋調査士Ｃは，Ｂの代理人として筆界特定手続を申請した

後にＢの代理人を辞任した場合には，Ｂの同意があれば，Ａから当該事件に

ついて民間紛争解決手続代理関係業務を受任することができる。 

４ 認定土地家屋調査士Ａは，Ｂを相手方とする民間紛争解決手続代理関係業

務に関する事件をＣから受任している場合には，Ｃの同意を得ない限り，Ｂ

から当該事件と関係のない土地に関する不動産の表示に関する登記の申請

手続を代理して行う業務を受任することができない。 
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第１問 

別紙概略図の土地について，別紙記載のＡ及びＢの言い分に基づいて，以下の各小問

に答えなさい。なお，別紙概略図ケコオカケの各点を順次直線で結んだ範囲の土地を「本

件係争地」という。 

 

［小問１］ 

認定土地家屋調査士Ｘが，Ａの代理人として，Ｂを相手方とする民間紛争解決手続と

しての調停（以下「本件調停」という。）を申し立てようとする場合（ただし，弁護士

との共同受任を前提とする。），申立ての趣旨をどのように記載すべきか。簡潔に記載

しなさい。 

 

［小問２］ 

本件調停において，２０年の占有の継続に基づきＡが本件係争地の所有権を時効取得

したと主張する場合，Ｘは，どのような具体的事実を主張すべきか。箇条書きで簡潔に

記載しなさい。 

 

［小問３］ 

認定土地家屋調査士Ｙは，Ｂの依頼を受け，本件調停につきＢの代理人に就任した（た

だし，弁護士との共同受任を前提とする。）。Ｙが，小問２におけるＡの主張を争う場

合，Ｙは，どのような具体的事実を主張すべきか。箇条書きで簡潔に記載しなさい。 

 

［小問４］ 

短期取得時効の法律要件は何か。箇条書きで簡潔に記載しなさい（民法上の推定規定

があるものについても記載すること。）。 

 

［小問５］ 

本件調停において，Ｘは，小問２の取得時効の主張に加え，本件係争地について，平

成１８年４月２０日を起算点とし平成２８年４月２０日の経過により完成する所有権

の時効取得を主張した。これに対し，本件係争地を自己の所有する土地であると信じた

ことにつきＡに過失があると主張するために，Ｙは，どのような具体的事実を主張すべ

きか。箇条書きで簡潔に記載しなさい。 
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別紙 

【Ａの言い分】 

１ 私の父Ｍは，昭和５５年頃に甲土地及び丙建物を売買により取得し，居住を始め

ました。 

Ｍは，平成１８年３月２０日に死亡し，母も既に他界していたため，一人息子で

ある私が甲土地及び丙建物を相続しました。私は，同年４月に丙建物に引っ越し，

以降自宅として使用しています。 

甲土地の東側隣地である乙土地及び丁建物は，もともとＮが所有していましたが，

昨年Ｎが死亡し，Ｎの息子であるＢが相続しました。 

２ 甲土地は，その南東部分が乙土地に食い込んだような形状をしています。 

私がＭを相続した当時は，この食い込んだ部分のほぼ全面に，Ｍが使用していた

面積約４坪ほどの菜園がありましたが，私は，相続後，菜園の東側ほぼ半分を整地

し，その部分にプレハブの物置を設置しました。つまり，別紙概略図に記載された

現在の菜園は，Ｍが設置した元々の菜園の西側部分，面積としては約半分のものと

いうことになります。 

Ｍが菜園を設置したのは，平成３年頃だったと思います。Ｍは，それから３年く

らいの間は，隣人のＮと共同でこの菜園を利用していました。これは，Ｍが，同じ

趣味を持つＮに声を掛けて，Ｎにも菜園を利用させてあげることにしたのだと思い

ます。 

ただ，Ｎはその後体調を崩したようで，野菜作りをやめてしまい，平成６年の８

月１日からは，Ｍが一人で菜園全体を使用するようになりました。 

３ 甲土地と乙土地の境界を示す生け垣は，Ｍの相続発生当時と現況で違いはなく，

別紙概略図イクケの各点を順次結んだ線上にあります。ケの点で切れているのは，

恐らく，Ｍが，菜園をＮに共同使用させるのに便利だという理由で撤去したのだと

思います。 

私は，丙建物に住み始めるに当たり，別紙概略図ケコオの線上に簡易な竹塀を自

作して設置しました。物置及び竹塀の設置が終了したのは，平成１８年４月２０日

です。 

なお，Ｂは平成１０年頃に結婚して独立し，また，Ｎは，平成１７年頃に老人ホ

ームに入居したようで，私が丙建物に住み始めた平成１８年当時は，既に丁建物は

空き家の状態でした。そのため，私は，竹塀を設置することについてＮやＢに特に

連絡はしていません。 

４ 平成３０年１０月にＮが亡くなり，Ｂが乙土地及び丁建物を相続したとして，私

のところに来ました。Ｂは，挨拶もそこそこに，突然，「菜園の東側半分に物置が

建てられ竹塀が設置されているが，甲土地と丁土地の境界は，元の菜園の中心部分

を南北に通っている。物置と竹塀は越境しているから，撤去してほしい。」と言い
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出したのです。私は，驚いて，「元の菜園は，全部甲土地上にあったはずである。」

と反論したのですが，Ｂは「元の菜園の中心が両土地の境界で，もともと生け垣も

その線上にあった。」などと言って，全く納得してくれませんでした。 

Ｂからクレームがあって確認したところ，別紙概略図のカ点に石杭が埋まってい

ました。しかし，これは，恐らく，甲土地の南側にある戊土地の所有者が，その東

側隣地との境界を確認するために設置したものではないかと思います。 

５ 甲土地と乙土地の境界は，別紙概略図イクコオを順次直線で結んだ線のはずです。

したがって，Ｂが私に明渡しを求める本件係争地は，甲土地の一部であって私の所

有地です。 

また，仮に，両土地の境界がＢの主張どおりであるとしても，Ｍも私も，本件係

争地を自分の所有地だと信じて，長期間使用してきたのですから，時効が成立して

いるのではないかと思います。 

これまでのＢとの話し合いでは全く解決が着かなかったため，この度，Ｂに，本

件係争地が私の所有地であることを認めてもらうため，本件調停を申し立てること

にしました。 

 

 

以上 
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【Ｂの言い分】 

１ 私は，平成３０年１０月１８日に，父Ｎから乙土地及び丁建物を相続しました。

丁建物は，平成１７年にＮが老人ホームに入所した以降は空き家の状態が続いてい

ましたが，相続後，私が１０数年ぶりに訪れたところ，Ｎの時代には菜園として利

用されていた本件係争地に，Ａによって物置と竹塀が設置されていたのです。 

後で述べるとおり，本件係争地は乙土地の一部であり，Ｎが所有していた土地で

す。したがって，甲土地と乙土地の境界線は，別紙概略図イクケカの各点を順次直

線で結んだ線ということになり，Ａが設置した物置と竹塀は明らかに越境していま

す。 

２ 両土地の境界に関し，別紙概略図イクケの部分には生け垣が残っており，イクケ

の線が両土地の境界線であることは，私とＡとの間で争いはありません。問題は，

ケ点から先の部分です。 

Ａは，別紙概略図ケコオの線が境界であると主張していますが，これは誤りで，

実際は，別紙概略図ケカの線が境界です。これは，カ点に石杭が設置されているこ

とから明らかだと思います。また，生け垣は，もともとケカの線上に設置されてい

たのです。ケカの線上にあった生け垣は，平成３年に，ＭとＮが，菜園を設置する

ことを合意した際に，双方合意の上撤去しました。当時，Ａは高校生くらいでした

ので，撤去前の生け垣がケカの線上にあったことは知っていたはずです。 

３ Ａは，菜園はＭが甲土地に設置し，Ｎにも無償で利用させていたと主張していま

すが，全くの誤りです。当時のＭとＮは，隣人として親しく付き合っており，たま

たま家庭菜園という趣味が一致したことから，双方の土地を提供し合って畑を作り，

一緒に野菜作りをしましょうと，とんとん拍子に話が進んだのです。 

実際，ＭとＮは，平成３年から平成６年頃までの間，菜園での野菜作りに熱中し，

収穫した野菜や果物はいつも仲良く半分ずつ分け合っていました。平成６年の７月

末頃にＮが体調を崩し，重労働ができなくなってしまい，同年８月からは，主にＭ

が一人で野菜作りをするようになりましたが，Ｎも，時々は水やり，収穫などを手

伝っていましたし，Ｍは，律儀に，収穫の度に収穫した野菜等の半分をＮに持って

きてくれました。 

平成１７年にＮが老人ホームに入所するに当たり，私は，Ｍの元に挨拶に行きま

した。その際，Ｍは，私に対し，「Ｎさんの土地を無償で使用させてもらうのは申

し訳ない。これまでは収穫した野菜の半分をお裾分けすることが土地の使用料代わ

りと言えなくもなかったが，Ｎさんがいなくなってしまうとそれもできなくなる。」

と言いました。私は，「気になさらないでください。Ｎも私も当分は乙土地を利用

する予定はないので，Ｍさんはこれまでどおり野菜作りを続けていただいて結構で

すよ。」と伝えました。 

４ Ａは，本件係争地を時効取得したとも主張するようです。 
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しかし，平成３年から平成６年７月までは，Ｍは，本件係争地をＮと共同で使用

していたに過ぎません。また，平成６年８月以降も，Ｎは，全く菜園を使用してい

なかったわけではなく，時々はＭの野菜作りを手伝っていました。したがって，少

なくとも，Ｎが老人ホームに入所した平成１７年以前は，Ｍが本件係争地を単独で

自由に利用していたということはありません。また，Ｍは，そもそも，本件係争地

を無償でＮから借りていたにすぎないのですから，そのようなＭが，本件係争地を

時効取得することなどあり得ないと思います。 

Ａについても，撤去前の生け垣の位置や，菜園設置の経緯，利用状況などからす

れば，本件係争地が甲土地の一部であると誤信するはずはないと思います。また，

本件係争地部分に物置や竹塀を設置するのであれば，あらかじめＮか私に一言確認

をすべきではなかったでしょうか。 

５ 以上のとおり，本件係争地がＡの所有地であるというＡの主張には根拠がなく，

また，時効取得も認められることはないと思いますので，今回の調停の場で事実関

係を明らかにして，Ａに本件係争地を明け渡してもらいたいと思います。 

 

 

以上 
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第２問 

民間紛争解決手続代理関係業務の依頼に関する以下の各小問に答えなさい。 

 

［小問１］ 

土地家屋調査士法第２２条は，土地家屋調査士は，専門的知識を広く国民に提供する

立場にあるため，正当な事由がある場合でなければ依頼を拒んではならないとしている

が，同条の「依頼」から民間紛争解決手続代理関係業務に関するものが除かれているの

はなぜか。その理由を土地家屋調査士の倫理に照らして１５０字以内で記載しなさい。 

 

【土地家屋調査士法２２条】 

調査士は，正当な事由がある場合でなければ，依頼（＜中略＞民間紛争解決手続

代理関係業務に関するものを除く。）を拒んではならない。 

 

 

［小問２］ 

認定土地家屋調査士Ｘは，Ａが所有する甲土地とＢが所有する乙土地との境界をめぐ

る紛争について，ＡからＢを相手方として民間紛争解決手続の申立てをしたいので，代

理人となってほしいと依頼された。 

Ｂは不動産業者であり，ＸはＢから現在まで約５年間にわたり１か月に１回程度の割

合で，不動産の表示に関する登記やこれに必要な調査の依頼を受けその業務を行ってい

るが，乙土地については，これまで表示に関する登記等の依頼や相談を一切受けたこと

はない。この場合，Ｘは，Ａからの依頼を受けることができるか。結論と理由を，合計

２００字以内で記載しなさい。 
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